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世界でモビリティサービスを組み合わせて提供する MaaS（Mobiity as a Service）導入が進みつつあり、

今後 MaaS を評価する手法が望まれる．本研究では、複数モビリティサービス提供エリアにおいて、需要

発生・集中箇所、モビリティハブ別にマルチモビリティサービス利用可能率をシミュレータを用いて評価

する指標・手法を提案する．工場内 MaaS を対象に IoT デバイスから得た需要情報を元にケーススタディ

を実施した．エリア内での出発/到着地/ハブ別に利用可能率を把握できることを確認し、サービス追加/リ

ソース変更施策によって値が改善することを確認した．また、複数のシミュレーション結果を比較するこ

とで、設定した目標値に対し各モビリティサービスの適切なリソースを選択できることを確認し、マルチ

モビリティ利用可能率による MaaS評価可能性を確認した． 
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1. 背景 

 

様々なサービスを組みわせて提供している MaaS

（Mobility as a Service）が世界で導入され始めている．日

本では、2019年より経済産業省と国土交通省とが協働で

スマートモビリティチャレンジ 1)を立ち上げ、全国の取

り組みを推進しており、協議会員は 2022 年 5 月時点で

346 社にも至っている．先進パイロット地域での実証を

通じて、新しいモビリティサービスの社会実装に向けた

知見集を発行をしてきている．特にモビリティサービス

の事業持続可能性をより高めるという視点を紹介してい

るところが特徴的である2-3)．また、国土交通省は、新た

なモビリティサービスの活用により、都市・地方が抱え

る交通サービスの諸課題を解決することを目指し、図-1

のような日本版 MaaS のモデル形成 4)について整理を始

め、日本での MaaS 普及に向けた活動に対して積極的で

ある． 

そのような MaaS の環境が整いつつある中、事業視点

だけではなく、導入エリアでモビリティサービスがどれ

ぐらい利用可能なのか、という視点で MaaS を評価する

指標が今後必要になってくることが想定される． 

欧州の MaaS Allianceでは、MaaSについて “カスタマ

ーの要求に応えるために MaaS オペレータは、公共交通

だけでなく徒歩、サイクリング、カーシェア、タクシー

など交通手段の多様なメニューを用意する．MaaS は、

ユーザー、社会、環境にとって最良の価値提案となるこ

とを目指しています 5）“と述べている．これを MaaSオ

ペレータ視点でとらえると、MaaS オペレータは、ユー

ザ視点で様々な交通手段を選択できる環境を、できる限

り提供できていることがあるべき MaaSの 1つの姿とし

て考えられる．そこで、MaaS を評価する指標として、

ユーザがサービスを利用したい時に、複数のモビリティ

サービス利用可能性の高さによって評価する手法が考え

られる． 

 

図-1 日本版MaaSの推進－MaaSのモデル形成 
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図-2 鉄道網と駅勢圏の状況 7) 

 

サービスの利用可能性を示す手法として、携帯電話サ

ービスで用いられている面積カバー率/実人口カバー率 6)

がある．それらは通常、地図上に普及度合いの違いが分

かりやすく描画されており、どこのエリアで利用が可能

なのかを理解しやすく表現されている．交通の世界にお

いても、 バス/電車等の固定路線といった従来の公共交

通のサービス評価は、図-2 のように、駅間距離、駅勢

圏によってどれぐらいカバーできているかで評価がなさ

れてきている．しかしながら、従来の評価手法は、

MaaS の中で重要なサービスの 1 つとして位置づけられ

ているオンデマンド系サービスに、対応しきれている訳

ではない．なぜなら、携帯電話や電車に代表される大量

輸送機関の場合は、サービス可能エリアと表示されてい

るエリアに行けば、ある一定条件の下では、ほぼ利用可

能であることを示している．しかし、オンデマンド系サ

ービスは現状マストランジットレベルにサービス規模が

大きいわけではなく、常に利用可能な環境が常に提供さ

れるとは言い切れないためである．もし、電車等と同様

の表現をした場合、実際は車両台数や車両の乗車人数が

限られていること、相乗り条件を満たしているのかなど

を考慮する必要があるため、実際は利用可能な状態では

なかった状態が実際には多発することが、想像に難くな

い．そのため、ユーザ視点で、空間だけではなく、時空

間で複数のモビリティサービスの利用可能性を評価でき

る、新たな評価指標・評価方法が望まれる． 

特定エリアで提供されているマルチモビリティサービ

スの利用可能性を踏まえた、MaaS 評価指標・手法を提

案する．本研究では図-1に示すコアな MaaSのみを対象

とする．MaaS が提供されているエリアは、日本におい

ても都市部、郊外部及び観光地など様々なエリアで提供

されているが、普段の交通を対象とした MaaS に焦点を

当てる．加えて、提案手法を用いて従業員向けに MaaS

を提供している工場内移動を対象としたケーススタディ

を実施し、提案した指標であるマルチモビリティ利用可

能率によるMaaS評価可能性を検証する．  

2. 既往研究 

 

MaaS を評価する研究を概観すると、評価の仕方は事

業、成熟度、サービス単体での評価など、様々存在して

いる状況であり研究分野として、未だ成熟している段階

ではないことがわかった． 

令和 3年度にMaaSの社会実装に向けた 12事業に対し

て、国土交通省が支援を発表している 8)．発表されてい

る各事業の事業目的に対する評価指標を整理すると、チ

ケット販売等により事業そのものが成立するのか、経路

検索回数が所定の回数を超えたのか、アンケート等で外

出割合が増加したか、自家用車からのシフトなどの行動

変容を確認する等が、大半を占めていることがわかる．

西田ら 9)は、オンデマンド型乗合サービスも含めたMaaS

の導入効果を評価するために、実データとシミュレーシ

ョンを用いて費用便益分析を行っている．費用便益比

（便益/費用）が1以上であれば政策・プロジェクトの効

果があると定義し、運航費用と CO2 排出費用を社会的

費用として定義し、利用者便益と供給者便益と加算した

ものを社会的便益として定義している．Veerapananeら 10)

は、Cost、Time、Convinience、Carbon Footprint、Safety、

Reliability、Quality、Comfort、Convinient Locationの 9つの要

素に重みをつけて、トリッププランナーで提供される 2

つのルートを比較する手法を提案している． 

これらの研究では、事業としての視点、ユーザの便益

がどうか、ユーザが結果としてどのように行動が変容し

たかを評価指標としており、供給側はどのような環境を

提供できていたのかといった、ユーザの複数モビリティ

利用可能性について評価は実施していない．利用可能性

について言及している研究をいくつか紹介する． 

Gouldingら 11)によって開発されたMaaS Maturity Indexは、

Transport services and infrastructureを含む 5つの indexが存在

している．Transport service and infrastructure の中には、

Modal alternatives、Frequency（Bus and train)について考慮を

できるようになっている。しかしながら、都市や大きな

エリア単位での 1つの値を算出していることより、エリ

ア単位での評価を志向していることが特徴である．サー

ビス単体の評価としては、ロンドンのレンタサイクルで

は、自転車の利用可能性がKPIとして設定されている 12)．

これは実際に利用できるかではなく、点検されて概ね

80%の車両が利用できることを示し、供給側のダウンタ

イムを考慮したKPIをセットしていることが特徴である．

Heら 13)は、MaaSのQuality Assessment methodを提案してい

る．Qualityとして 4つの criteriaを提案し、重みをつけて

1 つの値にして提供エリアを評価することができる．cri-

teriaの1つにConnectivity（Transfer)があり、その中にacces-

sibilityと availabilityが含まれており、それらはpublicとpri-

vate modeとの乗り換えに注目している．それぞれ乗り換
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え回数、徒歩時間、案内の情報があるか、技術的なサポ

ート、予約、乗り換えが失敗した際の代替手段の情報が

提示されているかで評価を実施する.乗り換えが失敗し

た時を前提に評価をしており、複数のモビリティサービ

スの可能性を評価したものではない． 

以上より、本研究で注目した供給側の動的な状態を踏

まえ、かつ複数モビリティサービスの利用可能性を評価

をしている例は調べた限り見られなかった． 

 

 

3. MaaS評価指標に用いる指標 

 

(1) マルチモビリティ利用可能率 

1章で述べたように、MaaS評価指標としてマルチモビ

リティ利用可能率Pを提案する．マルチモビリティ利用

可能率は、MaaS オペレータ視点で考え、ユーザに対し

て、ユーザがサービスを利用したい時に、複数のモビリ

ティサービスを利用できる可能性の高さで表現する．対

象エリアでの MaaS サービスの利用しやすさを「複数の

交通手段が利用できる割合が高い状態である」ことが良

い状態と定義する．Pの値が示す状態を表-1 に示す．そ

もそもモビリティサービスが存在しない場合は、P の値

は存在しない．ユーザが移動する際に、移動可能な複数

のモビリティサービスが常に利用できる可能性がある場

合は、𝑃 = 1となる．「ユーザが移動する際に」は、ユ

ーザがいつでも利用できることを示すわけではなく、

「ユーザが需要として、ある時刻に実際に利用した、ま

たは想定需要として移動する際に」であることを意味す

る．0 < 𝑃 < 1を示す場合、その対象エリアには、移動

時に利用可能なモビリティサービスが複数存在するが、

常に利用できるわけではない状態を示し、高い値を示す

ほうが、利用可能確率は高い状態を示すことになる． 

基本的な MaaS の実行環境を測るための指標であるた

め、定常的な状態を評価するものとする.欠便・欠航な

どの突発的なものに対しては、考慮しないものとする. 

マルチモビリティ利用可能率は、対象エリア全体だけ

でなく、図-2 のように更に分割したエリア毎に算出す

ることで、比較評価も可能である． 

マルチモビリティサービスとしてだけではなく、単一 

 

表-1  P状態定義 

 

モビリティサービス視点でも指標の確認も可能である．  

 

(2) 算出方法 

需要が発生し OD 間を移動する際に、エリアで提供さ

れている各モビリティサービスが車両の有無、座席数な

どの条件を踏まえて利用できる状態であるのかを確認し、

利用可能なモビリティサービスをモビリティ利用可能数

を確認する．その際に、マルチモビリティ利用可能数、

マルチモビリティサービスが検索された回数を、それぞ

れ関連している場所との関係性も併せて記録をする．そ

れらの情報を用いてマルチモビリティ利用可能率を算出

する．ユーザの需要発生・集中するノード𝑖におけるマ

ルチモビリティ利用可能率を式(1)に示す． 

モビリティサービスの発着所となるモビリティハブノ

ード𝑖におけるマルチモビリティ利用可能率を式(2)に示

す．モビリティのハブとしてどのように効果的に機能で

きる可能性があるかを示す指標である．モビリティハブ

は特定の ODだけで利用されるのではないため、エリア

全体でPを高くするための、重要な要素になる．そのた

め、需要発生・集中するノードだけではなく、モビリテ

ィハブのノードを評価できることが、施策検討のために

は特に重要となる.モビリティハブノードのマルチモビ

リティ利用可能性は、対象ノードがマルチモビリティ利

用検索された回数のうち、利用可能であると判定された

回数の割合で示す．式(3)(4)は対象ノードの平均を用い

て、対象エリア全体を評価する． 

 

   𝑃𝑖 =  
∑ 𝐶𝑂𝐷(𝑑𝑖)𝑑𝑖∈𝐷

𝑑𝑖𝑀
                          (1) 

     𝑝𝑖  =  
∑  𝐶ℎ𝑢𝑏(𝑑𝑖)𝑑𝑖∈𝐷

∑  𝑆 (𝑑𝑖)𝑑𝑖∈𝐷

                              (2) 

                𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎 = 𝑃𝑖̅                             (3) 

                𝑝𝑎𝑟𝑒𝑎 = 𝑝𝑖̅                              (4) 

 

表-2に変数定義を示す. 算出例を図 3に示す．対象エ

リアに需要は 2 つ（𝑈1,  𝑈2）で、移動手段としてバスと

eScooterシェアの 2つ（M = 2）が存在し、それぞれのサ 

 

表-2 変数定義 

 

Pの状態 説明

値無し
移動時に利用可能なモビリティが
そもそも存在していないため利用可能性がない

移動時に利用可能なモビリティサービスは存在しているが、
利用できる可能性がない（なかった）

移動時に利用可能なモビリティサービスは存在しているが、
常に利用できるわけではない（なかった）

移動時に常に複数のモビリティが利用可能（だった）
：複数モビリティを選択可能な状態
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図-3 算出例（需要2、移動手段 2） 

 

ービスが予約なしで乗車可能で、座席・車両がないそれ

ぞれの停留所に（い）ない場合は利用できないサービス

とする． 

モビリティハブaにあるeScooterシェアの停留所には現

在 1台が停車しているとし、需要は𝑈1,  𝑈2の順に発生す

るとする．移動発生・集中ノードに関する需要数はそれ

ぞれ、 𝑑1 = 1、𝑑2 = 1、𝑑3 = 2であり、O または D と

して移動希望があった回数をカウントする． 

𝑈1は、ノード 1から 3へ移動を希望し、出発する時刻

で移動手段を検索すると、eScooter シェアはハブノード

ab 間で利用可能でバスはハブノード ab 間でダイヤが合

わないため利用不可であった．𝑈2は、ノード 2から 3へ

移動を希望しており、出発する時刻で移動手段を検索す

ると、バスはハブノード ab間で利用可能で eScooterシェ

アはハブ aに車両がないためハブノードac間で利用不可

であった．結果、 ∑ 𝐶𝑂𝐷
(𝑑1) = ∑ 𝐶𝑂𝐷

(𝑑2) = 1 、

∑ 𝐶𝑂𝐷 (𝑑3) = 2 及 び ∑ 𝐶ℎ𝑢𝑏
(𝑑𝑎) = ∑ 𝐶ℎ𝑢𝑏

(𝑑𝑏) = 1 +

1 = 2、∑ 𝐶ℎ𝑢𝑏 (𝑑𝑐) = 0となる．マルチモビリティ検索

数はそれぞれ、∑ 𝑆( 𝑑𝑎) = 2 + 2 = 4、∑ 𝑆( 𝑑𝑏) = 2 +

1 = 3、∑ 𝑆( 𝑑𝑏) = 0 + 1 = 1となる． 

以上より、各ノードのマルチモビリティ利用可能率は、

それぞれ𝑃1 = 50% 、𝑃2 = 50% 、𝑃3 = 50% 、𝑝𝑎 =

50% 、𝑝𝑏 = 67%及び、𝑝𝑐 = 0%と算出される．対象エ

リアにおける需要は 2 つのみであったとすると、

𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎 = 50%、𝑝𝑎𝑟𝑒𝑎 = 57%になる． 

以上のように、需要が発生し OD 間を移動する際に、

エリアで提供されている各モビリティサービスが車両の

有無、座席数などの条件を踏まえて利用できる状態であ

るのかを確認などを通じてマルチモビリティ利用可能率

を算出する． 

 

4. シミュレータを用いた算出 

 

提案した指標を算出するためには、図-3に示した複 

 

図-4 マルチモビリティシミュレータ全体像  

 

 

 

図-5 シミュレーション評価イメージ 

 

数のデータを活用する必要がある．対象エリアユーザ全

てのマルチモーダル検索の検索ログ、個人の緯度経度を 

含めた移動実績があれば、数値計算を実施することで算

出が可能である．しかしながら、現実的には、すべての

データを取得は非現実的である．加えて、単に分析する

だけではなく、施策を導入したらどのように変化するか

を、MaaS オペレータとしては実施したいことが容易に

想像できる．そこで、実データと仮想データと両方利用

可能で、導入施策を表現でき評価できるシミュレータを

用いる． 

本研究では図-4に提案するマルチモビリティシミュレ

ータを活用する．このシミュレータの特徴は、既存の複

数のシミュレータ、需要発生、ユーザ選好モデル、複数

のモビリティサービスを横断的に検索が可能なマルチモ

ーダル検索とそれら複数機能を束ねるシミュレータコン

トローラから構成される．MaaS が提供されている特定

エリアでの需要が発生すると、発生した需要の OD情報

と出発時間を元に、提供されているマルチモビリティと

して何が存在しているかをマルチモーダル検索機能で検

索をする．検索後、各サービス/シミュレータに利用が

可能かの問い合わせを実施し、利用可能性を確認する．

準備されたユーザ選好モデルを活用して利用手段が確定
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される．利用手段が確定されると、各モビリティシミュ

レータでは、ユーザ、車両、充電器などの状態を模擬す

る状態遷移シミュレータを用いて、実サービスの状態を

再現する．需要が発生の度に繰りかえされ、ユーザが選

択した手段を用いた移動を模擬することで、車両/席数/

相乗りなどの制約を表現しつつ、利用可能性を表現でき

ることが特徴である． 

図-5にシミュレーション評価イメージを示す．マルチ

モビリティシミュレータから算出した指標を確認し、設

定目標などと比較を実施する．実績データがある場合は、

数値が目標よりも低い場合は、どのサービスを改良した

ら良いのかなど具体的な施策を検討しやすくなる．また、

想定需要を用いる場合は、どれぐらいのサービス、リソ

ースを入れることで、売上見積もりだけでなく、どれぐ

らい複数サービスを利用できる可能性を確認でき、適切

な余剰サービスなのか、過剰サービス提供状態なのかを

把握可能になる． 

以上のように、マルチモビリティシミュレータを用い

て複数ケースのシミュレーションを実施し、算出したマ

ルチモビリティ利用可能率と設定した目標などと比較を

実施可能になる．そのことにより、次の改善施策案を検

討し、シミュレーションにより施策決定が可能になる． 

 

 

5. ケーススタディ 

 

(1) 実施概要 

ケーススタディは、トヨタ自動車九州（TMK）で提

供されている工場内MaaSを題材とする．TMKでは、工

場内に循環バスサービスと、eScooter シェアリングサー

ビスを導入している．循環バスは、あらかじめ決められ

たバス停があり構内の移動をサポートしている．更なる

従業員の移動を効率的にするために 2020年より eScooter

シェアリングサービスを導入し、登録した従業員に対し、

予約なしで利用可能かつ乗り捨て可能となっている．図

-6にサービス提供状態を示す． 循環バスは 8:00-19:00で

運行し、eScooterシェアリングサービスは 10か所程度用

意されている乗降場所において、車両に空きがあれば

24時間利用可能のサービスである． 

アプリなどで従業員の移動データの把握や、提供モビ

リティサービスの利用状況データとの紐付けができてい

るのであれば、実データを用いたマルチモビリティ利用

可能性分析が可能であるが、実際のところ全てのデータ

が揃っている状況にない．そこで、一部従業員の移動デ

ータを取得し、提案したシミュレーション手法を用いて

MaaS の利用しやすさを示すマルチモビリティ利用可能

率の状況をシミュレータを用いて確認することとした． 

本ケーススタディでは、下記を 3点を確認し提案した 

 

 

図-6 サービス提供状態 

 

マルチモビリティ利用可能率を用いることで、効果的に

MaaSを評価できる可能性を示す．1点目は、各需要発 

生・集中ポイント/モビリティハブでの𝑃𝑖  、𝑝𝑖を確認で

き、対象エリア内における場所による違いを把握できる

ことを確認する．2 点目は、新たなモビリティサービス

を導入またはリソースの追加により𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎の変化を確認

でき、改善度合いを確認可能であることを確認する．最

後に、バスの運行時間帯（8:00-19:00）において、目標値

として設定する𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎 ≥ 90%を実現しているケースの有

無を確認し、設定したモビリティサービス群に対して適

切なリソースを確認し、評価ができることを確認する．  

 

(2) シミュレーション設定 

 

マルチモビリティシミュレータと連携するモビリティ

シミュレータとしては、循環バスと eScooter シェアリン

グを対象とする．バスシミュレータは、実際に工場内で

走っているバスの停留所にダイヤ通りに出発、停車を繰

り返す．バスの運行時間の設定や、定員を設定でき、サ

ービスが提供できない状態も模擬できる仕組みを持って

いる．バスは 20-30 人が乗れるが、対象の従業員が限ら

れるため、同時乗車可能人数を 6人としてシミュレーシ

ョンを行うこととする．eScooter シェアリングサービス

で活用するシミュレータは、島崎ら 14)が構築したステー
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ションタイプのワンウェイ型カーシェアリング向け状態

遷移シミュレータを活用して構築したシミュレータを用

いる． 

マルチモーダル検索機能は、工場内を対象としている

ため、Open trip planner など一般的にサービス提供されて

いるルート検索機能は、ネットワークが存在していない

ため活用ができないため、専用の機能を構築した．ユー

ザ選好モデルは、各モビリティサービスで最短時間にな

る候補を選択することとし、移動開始時刻から 30 分以

内であれば利用可能と判断した． 

需要データとしては、一部の従業員の移動データが必

要であるため本研究では、工場内に設置した IoT デバイ

スを用いて取得したデータを移動データとして活用する

こととした．一部の従業員の移動実態を把握するために、

従業員にBT（Bluetooth）タグを保持してもらい、工場の

各建屋の出入口に設置した BT センサを用いて、対象者

の建物間の OD の把握を実施した．BT センサを工場の

40か所程度設置し、合計 200人程度（社員約 8,000名）

に BT タグを配布し、移動の間常に保持してもらった． 

BTセンサは、JRISS社製のセンサでWifiパケットセンサ

機能も搭載している．BT センサでは、事前に登録した

センサ IDだけを登録しており、それら IDのみのデータ

を取得している．BTセンサはBTタグが近づくとデータ

を取得するため、一定時間以上保有者が BT センサの近

くに留まっていると複数のデータを取得することになる．

その特徴を用いて、滞在と移動とを判別し、IoT デバイ

スから2022年2月に取得したデータを用いて移動開始時

間とODを作成した．図-7に移動需要分布を示す．移動

需要は就業時間中の移動が中心であった． 

 

 

図-7 移動需要分布 

 

表-3 実行シミュレーションケース 

 

 

今回対象とした従業員は、eScooter シェアリングサー

ビスを継続的に利用している従業員、工場外で提供して

いる通勤オンデマンドバスサービスを継続的に利用して

いる従業員、前述モビリティサービス利用のない従業員

を対象とした．配布割合は1：1：1であり、TMK提供の

循環バス以外の新しい MaaS を活用している従業員比率

が半数を占めている． 

本ケーススタディでは、5 章で示した 3 点を確認する

ため、表-3に示すシミュレーションケースを実施して、

評価を行った．Case3が現況に最も近いケースである． 

 

(3) シミュレーション結果 

a)  需要発生ポイント等での𝑃𝑖  、𝑝𝑖確認 

Case 2 で対象期間全体での𝑃𝑖  、𝑝𝑖がどのように表現さ

れるかを確認する．図-8 にシミュレーション結果を示

す．円は需要発生・集中ポイントをいくつか集約したエ

リア、モビリティハブとなるバス/eScooter の停留場の需

要の中心座標を中心として描き、円の大きさは需要の大

きさを示している．需要は中央部から南東部で大きいこ

とがわかる．𝑃𝑖は全体的に利用可能率がそれほど高くな

いが南側のエリアでは少し値が高くなってることがわか

る．𝑝𝑖は、バス停留所であるモビリティハブでは高い値

を示していることがわかる．しかし eScooter の停留場で

は、低い値を示していることがわかる．これは eScooter

の台数が 10 台と少ないために、移動需要に対して供給

側のリソースが不足していて利用可能性が低くなってい

ることを示している．同じモビリティサービスでも、バ

スと eScooterでは状況が異なることがわかる． 

各需要発生・集中ポイント/モビリティハブでの𝑃𝑖  、

𝑝𝑖を確認でき、対象エリア内における場所による違いを

把握できることを確認できた． 

 

b)  サービス追加/リソース追加による変化確認 

需要発生・集中場所の𝑃𝑖を比較するために、Case 1-3の

𝑃𝑖結果を図-9、Case 2-3の𝑝𝑖結果を図-10に示す． 

 

 

図-8 シミュレーション結果（Case2） 
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図-9 シミュレーション結果：𝑃𝑖  

（左上：Case1、右上：Case2、下：Case3） 

 

 

図-10 シミュレーション結果：𝑝𝑖（Case2-3） 

 

eScooterを導入することでCass2での工場左下部分の𝑃𝑖  

が向上していることがわかる．eScooter を導入すること

で複数モビリティサービスが利用できるため𝑃𝑖が向上し

ていることがわかる． また Case3では eScooterを更に追

加することで、Case2 と比較して𝑝𝑖が全体的に値が向上

していることがわかる．モビリティハブでの利用可能性

が向上することより、対象エリア全体で𝑃𝑖が向上してい

ることが確認できた．新たなモビリティサービスを導入

またはリソースの追加により𝑃𝑖の変化を確認でき、改善

度合いを確認可能であることを確認できた． 

 

図-11 シミュレーション結果：𝑝𝑎𝑟𝑒𝑎（Case1-3） 

 

c) 需要発生時間帯別の𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎の違い確認 

 図-11に、時間帯別 Case1-3の𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎を示す．Case1では、

モビリティはバスのみなので、バスが運行していない時

間帯は𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎 = 0%であること、バスが運行している時

間帯である 8:00-19:00 では最大値である𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎 = 50%を

示していることより、移動の際に循環バスをユーザが望

めばいつでも利用可能な状態であったことがわかる．

Case2では、循環バスに加え eScooterが 10台あるため、

バスが運行していない時間帯では eScooter が利用できる

場合はある時間帯は最大𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎 = 50%を示しているが、

20-30%を推移していることがわかる．循環バス運行時間

帯では、Case1 より高く𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎 ≒ 60%で推移し、モビリ

ティサービス 2 つが常に利用できることを示す値

（𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎 = 100%）とはまだまだ乖離があることがわか

る．現況に最も近い Case3では、eScooterが 60台存在し

ているため、循環バスが運行していない時間でも

𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎 = 35 − 50%を示していることがわかる．また、

バス運行時間帯では𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎 = 90 − 100%で推移している．

そのため目標として設定した 9:00-19:00 の主要な業務移

動時間で𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎 ≥ 90%は、6 人乗りバス 1 台、eScooter60

台を用意することで目標を達成できることになる．  

以上より、提案したマルチモビリティ利用可能率を

用いることで、効果的に MaaS を評価できる可能性を示

すことができた． 

 

 

6. 結論 

 

世界でモビリティサービスを組み合わせて提供する

MaaS（Mobiity as a Service）導入が進みつつあり、今後導

入する/されている MaaSを評価する手法が望まれている．

本研究では、複数モビリティサービス提供エリアにおい

て、需要発生・集中箇所、モビリティハブ別にマルチモ

ビリティサービス利用可能率（𝑃𝑖  、𝑝𝑖）をシミュレー

タを用いて評価する指標・手法を提案し、工場内 MaaS

を対象に IoTデバイスから得た需要情報を元にケースス
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タディを実施した． 

エリア内での出発/到着地での利用可能率が異なる値

を示していること、モビリティハブでの利用可能率がモ

ビリティ毎に異なることを確認した． 

モビリティサービスとして、循環バスのみの状態に

eScooter10 台を追加することで、複数のモビリティサー

ビスが利用できるため𝑃𝑖が向上していること、eScooter

を更に追加することで、𝑝𝑖が全体的に値が向上している

ことを確認した．モビリティハブでの利用可能性が向上

することより、対象エリア全体で𝑃𝑖が向上していること

も確認できた． 

また、複数のシミュレーション結果を比較することで

目標として設定した 9:00-19:00 の主要な業務移動時間で

𝑃𝑎𝑟𝑒𝑎 ≥ 90%は、現況である 6 人乗りバス 1 台、

eScooter60 台を用意することで目標を達成できることを

確認できた． 

以上より設定した目標値に対し各モビリティサービス

の適切なリソースを選択できることを確認し、マルチモ

ビリティ利用可能率による MaaS 評価可能性を確認した． 

今後の課題としては、大きく 2 つある．1 つ目は、本

研究では、リソース側を変更することによるマルチモビ

リティ利用可能率の変化を確認したが、需要側を変更す

ることによる影響を確認することが考えられる。例えば、

現状 eScooter 利用は登録制にしているが、登録人数が増

えたときに現状リソースで想定する MaaS 環境を提供で

きるのかの把握を実施することがあげられる。2 つ目は、

工場型 MaaS 全体を対象にして評価を行うことである．

本研究では IoT デバイスで取得した一部の需要データの

みを対象として検証を行ったが、工場内全体の需要を対

象に実施していく．また、今回は工場内のみを対象とし

たが、ケーススタディを実施した TMK では、通勤時に

オンデマンドバスを提供なども実施しているため、更に

広域を対象とした評価を行っていく． 
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MAAS EVALUATION BY USING MULTI-SERVICE USAGE POSSIBILITY RATE  

 

Masahiro KUWAHARA and Yukihisa FUJITA 

 
The introduction of mobility as a service (MaaS), which provides a combination of mobility services, is 

progressing around the world, and we desire method for evaluating MaaS  in the future. In this study, we 

propose an index and method to evaluate the availability of multi-mobility services in areas with multiple 

mobility services by demand generation/concentration points and mobility hubs using a simulator. We con-

ducted a case study on demand information obtained from IoT devices for in-plant MaaS. We confirmed 

that the multi-service usage possibility rate can be determined by departure/arrival point/hub within an area, 

and that the rate improves with additional services/resource modification measures. By comparing the re-

sults of multiple simulations, we confirmed that the appropriate resource for each mobility service can be 

selected to meet the set target values. We alos confirmed the possibility of evaluating MaaS by the multi-

mobility availability rate. 
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